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研究成果の概要（和文）：本研究において「自分が健康であると自覚している期間」を健康余命の定義として20
歳時における経年変化を検証した。2004年から2013年にかけて男女ともに20歳時における平均余命および健康余
命は伸びている。しかしながら、健康余命の平均余命に対する割合はあまり変化がなかった。また、「日常生活
に制限のない期間」を健康余命の定義として20歳から64歳までの部分平均余命および部分健康余命を1989年から
2013年まで計算した。ともに値は伸びているが、部分健康余命の割合にそれほど変化が見られなかった。日本に
おける平均余命と健康余命の間には動的均衡が保たれているようである。

研究成果の概要（英文）：We examined trends in healthy life expectancy at age 20 based on self-rated 
health responses between 2004 and 2013 in Japan.  Both life expectancy and healthy life expectancy 
at age 20 have increased about a year for both men and women over this time-period.  However, the 
proportion of healthy life expectancy to total life expectancy has not changed significantly over 
this time.  We also computed disability-free life expectancy for ages 20 to 64, where any limitation
 of activities was the definition of disability.  We found that partial life expectancy and partial 
disability-free life expectancy have increased slightly.  However, the proportion of disability-free
 life expectancy has not changed much.  Based on these results, we may conclude that Japan is 
experiencing dynamic equilibrium in population health, with approximately equal increases in 
expected years lived both disability-free and with activity limitation.

研究分野：人口学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
健康寿命とは平均寿命のなかで健康で生
きられる時間と定義することができる。しか
し、健康をどのように定義するかにより、健
康寿命の推計値は異なる。健康寿命と対をな
すものとして不健康寿命があり、健康寿命と
不健康寿命の合計が平均寿命である。また、
平均寿命を必ずしも 2つに分ける必要はなく、
健康の定義によっては 3つ以上に分けること
も可能である。例を挙げれば、本研究計画の
研究代表者が行った研究において平均余命
を身体機能の側面から 4つの健康状態に分け
て 70歳における健康余命を推計した。平均
寿命や健康寿命は出生時の値であり、平均余
命・健康余命ともに何歳においても計算が可
能である。 
研究代表者は長年、健康寿命の研究に携わ
っており、健康寿命を研究する国際的な研究
者のネットワークである REVESの立ち上げ
からその代表者であり、本研究計画の研究協
力者らとともに健康寿命の概念の普及に努
めてきた。健康日本 21の公表以来、健康寿
命の平均寿命に対する割合の重要性を強調
してきたが、第 2次健康日本 21において、
その割合の増加が目標として設定されたこ
とは非常に評価される。しかし、健康寿命の
定義や計算方法および健康寿命延長の要因
分析において検討の余地が残されている。 
 第 2次健康日本 21では健康寿命の定義を
「日常生活に制限のない期間」としている。
同時に、「自分が健康であると自覚している
期間」についても留意することとしている。
したがって、第 2次健康日本 21において 2
種類の健康寿命の検討を推奨していること
になる。ともに、国民生活基礎調査において
長期継続的に質問されている「あなたは現在、
健康上の問題で日常生活に何か影響があり
ますか」および「あなたの現在の健康状態は
いかがですか」に基づき健康寿命が推計され
ている。 
 それぞれの推計に用いられている指標の
検討が必要である。「日常生活に制限のない
期間」では、制限の程度が全く問われていな
い。調査の補門では、どのような影響がある
か質問しており、その内容は日常生活動作、
外出、運動などが含まれている。内容を加味
した推計を行うことが可能である。また、「自
分が健康であると自覚している期間」の推計
には、現在の健康状態を問われた質問に対し
て「ふつう」と回答した調査対象者が含まれ
ている。この「ふつう」の回答をどのように
処理するかにより、健康寿命の推計値が異な
る。先に述べたように、「ふつう」を独立し
た範疇として健康寿命を推計することが可
能であり、検討に値する。なお、「ふつう」
を独立した範疇とした健康余命の推計は、研
究代表者が 2004年までのデータを用いて行
っており、すでに学術誌に掲載されている。 
 さらに推計方法にも検討の余地を残して
いる。一つの健康の定義を人口のすべての年

齢グループに当てはめることは非常に困難
である。第 2次健康日本 21において推奨さ
れている健康寿命の推計では指標として用
いられている質問には 5歳以下の乳幼児の回
答がなく、仮定のもとに研究寿命が推計され
ている。もちろん仮定をもとに推計すること
は一つの選択肢であるが、その他の方策とし
て、5歳以下の健康状態を他の指標、例えば
疾病の有無等を用い複合的な健康寿命を推
計することも可能である。また、人口をいく
つかの年齢グループに分けそれぞれの年齢
グループで異なった指標を用いることも検
討する余地がある。また、部分的平均余命お
よび部分的健康余命といった考えを導入す
ることも可能である。加えて、推計の際に施
設入所者をどのように処理するか検討しな
ければならない。これは、調査において、サ
ンプリングの際の母集団に施設入所者が含
まれていないことによる。この点はアメリカ
における健康状態別余命研究の先駆けとな
った本研究代表者らが行った研究に詳しい。 
 最後に、健康寿命の変化の要因に関して検
討の余地がある。第 2次健康日本 21では健
康格差の縮小も課題とされており、健康寿命
の地域格差の縮小がその目標として設定さ
れている。第 2次健康日本 21の健康寿命の
推計に用いられたサリバン法による推計値
ではマクロの指標との相関を検証するしか
方法がなく、因果関係の検証には適していな
い。地域格差の縮小には格差の要因を検証す
る必要があり、そのためには縦断調査を用い
た健康寿命の推計が必要となる。また、健康
格差は地域に限られたことではなく、性別や
教育程度による格差も考慮する必要がある。
これまでの研究から男女の健康格差は 65歳
時で約 2.5年、教育程度別で男女とも約 2.5
年の格差がある。格差の要因を検証するため
にバイオマーカーの導入を検討する必要が
ある。 
 
２．研究の目的 
 厚生労働省は国民の健康増進の総合的な
推進を図る基本的な方針を第2次健康日本21
として発表した。健康寿命の延伸が健康日本
21の中心課題として位置づけられている。第
2次健康日本 21において、健康寿命は日常生
活に制限のない期間として定義されており、
平成 34年度までの平均寿命の増加分を上回
る健康寿命の増加が目標として設定された。
これまでの研究により健康寿命は健康の定
義により、推計値や傾向が異なることが示さ
れている。将来の国民の健康状態の変化は日
本の社会保障制度に大きな影響を及ぼす可
能性があり、これまでの健康寿命の変化を正
確に把握することは今後の国民の健康状態
の動向を理解するうえで非常に重要である。
本研究計画では健康寿命を多面的に検討し、
推計値の経年変化とその要因を明らかにす
ることを目的とする。 
 



３．研究の方法 
 複数の横断調査を用い、健康状態を多面的
に定義し、健康寿命を推計する。健康の定義
の違いにより健康寿命の推計値がどの程度
異なるかおよび経年変化の傾向が異なるか
等を分析する。 
 縦断調査データによる研究では、多相生命
表の手法を用いた健康余命の推計を行った。
この研究では健康余命の変化に及ぼす要因
の検証が中心となり、得られた推計式をもと
にシミュレーションを行うことで、異なった
移動率の影響の大きさを検討した。この分析
にはフランス国立人口研究所の Brouard教授
らが開発した IMaChというソフトを利用す
る。また、2013年に縦断調査の第 6回調査を
郵送で行った。この調査を用いで社会的要因
がバイオマーカーに及ぼす影響およびバイ
オマーカーが健康状態に及ぼす影響を検証
する。 
厚生労働省が行った調査のデータ利用申
請を行う。国民生活基礎調査（1986年～2010
年）、国民栄養調査(1986年～2003年)、国民
健康・栄養調査（2004年～2010年）の個票
データを用い、健康面を多面的に定義し複数
の健康余命の推計を行う。 
健康寿命研究を牽引している、研究協力者
の Robin博士、Jagger博士を招聘し、健康寿
命の定義、複合的健康寿命の試算および部分
的健康寿命の試算結果に関する検討を行う。 
日本大学の縦断調査と東京都老人総合研
究所の高齢者調査のデータを用いた健康寿
命の研究を進める。1987年～1996年及び1999
年～2009年の 65歳時における健康余命の推
計を行う。多相生命表の手法を用いるが、研
究代表者が共同で開発した健康余命を計算
するための SASをベースとした SPACEとい
うプログラムを用いて推計を行う。健康状態
間の移動率（図１参照）、すなわち健康な状
態から健康な状態、健康な状態から不健康な
状態、不健康な状態から不健康な状態、不健
康な状態から健康な状態、それぞれの健康状
態から死亡への移動率を年齢、性、教育程度、
職業、既往症等を用いて推計する。 

 
図１．多相生命表の概念図 
 
 
 
 
 
 

 
 
４．研究成果 
（平成 25年度） 
 健康状態別余命研究における健康状態の
指標および方法論の検討を行った。アメリカ
人口学会、REVESの年次学会、国際人口学会、
アメリカ老年学会において研究協力者らと
打ち合わせを行い論文を執筆した。コーホー

トを用いた健康状態別余命の検討等が今後
の課題として挙げられた。 
 日本大学「健康と生活に関する調査」の第
1回調査から第 5回調査までのデータを用い
た分析において、日本人高齢者の社会活動へ
の参加が死亡率に影響を与えることが明ら
かになっている。この結果から、肉体的・精
神的健康だけではなく、社会的な健康も健康
状態別余命研究に重要である。東京都老人総
合研究所が行った縦断調査の 1987年～1993
年のデータと日本大学の 1999年～2006年ま
でのデータを用い、日常生活動作能力を健康
状態の定義として多相生命表の手法を用い
た健康状態別余命の計算を行い、学会発表を
行った。２つの縦断調査から約 10年の間に、
平均余命、健康余命及び不健康余命のすべて
が延びていることが明らかになった。健康余
命の伸びに関しては死亡率の影響が大きい
ことも明らかになった。健康寿命の計算には
IMaChを用いて行ったが、説明変数を 4つ以
上モデルで指定した場合に不具合が出るこ
とがわかった。そのため開発者であるBrouard
教授を招聘し問題の解決を図った。 
（平成 26年度） 
 第 6回日本大学「健康と生活に関する調査」
の郵送調査を終え調査票の入力を行い、基本
的な集計を行ったのち、第 1回から第 6回調
査データリンクの作業を行い、縦断調査デー
タとして使用できるようになった。 
 研究協力者を招聘し、サリバン法を用いて
計算した健康余命の平均余命に対する割合
を比較するためにテスト統計量の推計式を
検討した。これまでテスト統計量の推計式が
存在していなかったため、割合の比較を統計
的に検証することができなかったが、Jagger
博士が開発した推計式により統計的な検証
が可能となり学術雑誌に発表した。 
(平成 27年度) 
 1986年から 2013年までの国民生活基礎調
査のデータを用い、厚生労働省が第 2次健康
日本 21において検討することを推奨してい
る健康余命の一つである「自分が健康である
と自覚している時間の平均」を計算し、日本
人の健康度の推移を検証した。計算には国民
健康基礎調査の「あなたの現在の健康状態は
いかがですか」という質問への回答とサリバ
ン法を用いて行われた。2004年までの値は本
研究代表者がすでに公表している論文から
引用し、2007年から 2013年までの 3時点の
値を計算した。男女ともに 25歳時において
平均余命は伸び続けているが、健康余命は
1995年をピークとして減少に転じていた。し
かし 2007年から 2010年にかけて健康余命が
増加傾向にあることがわかった。 
 健康余命の決定因子の観点から２つの研
究を行った。一つは、社会参加が死亡率に与
える影響の分析を行った。縦断調査である日
本大学「健康と死活に関する調査」を用い、
社会活動等に参加する高齢者と参加しない
高齢者の死亡率をコックス回帰分析を用い

健康 

死亡 

不健康 



て行った。その結果、どのような活動であっ
ても参加している高齢者の死亡率が統計的
に有意に低いことが明らかになった。 
 もう一つの研究は視覚機能と健康余命と
の関係を検証した。視覚機能が良好な高齢者
とそうでない高齢者の群に分けて健康余命
の推計を行った。推計は多相生命表を用い、
ソフトウエアは IMaChを用いた。この研究で
は健康状態の指標として日常生活動作能力
および手段的日常生活動作能力を用い、動作
能力に問題がない高齢者を健康、そうでない
高齢者を不健康と定義した。結果は 65歳時
において男女ともに、視覚機能が良好な高齢
者はそうでない高齢者に比べて、統計的に有
意に余命も健康余命も長いことが明らかに
なった。 
(平成 28年度) 
コーホート健康余命の推計：米国の長期に
わたる健康状態のデータとコーホート生命
表を用いて米国の研究協力者と推計手法を
確立した。推計手法を検討した際、実際には
コーホート健康余命ではなく 65歳から 84歳
という年齢層が限られたコーホート部分的
健康余命の推計しかできないことが明らか
になった。確立された推計手法を日本のデー
タに応用した場合、1921年、1924年、1927
年および 1930年に生まれたコーホートの年
齢が 65歳から 83歳に限られたコーホート部
分的健康余命を計算できることがわかった。 

Biological Ageの推計：米国の National 
Health and Nutritional Examination Survey
（NHANES)と死亡データをリンクしたデー
タを用いた推計方法を日本のデータに応用
した。ただし、国民健康栄養調査の血液検査
に含まれる項目、および肺活量など米国の研
究に含まれている項目が日本のデータに含
まれていないことから、代用できる変数を模
索もしくは利用する項目数を削減した形で
Biological Ageの推計を試みた。 
多相生命表の推計方法：当初考えていた関
係要因の統計的コントロールの方法に問題
が見つかり、計算ソフト SPACEを改良する
必要が生じた。延長年度後半にその作業が終
了し、教育程度や収入をコントロールした性
別・健康状態別余命の推計が可能となった。
最新の SPACEを用いた健康寿命計算のワー
クショップをカリフォルニア大学バークレ
ー校人口学部において行った。 
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